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発注側 受注側 本社 ① ② ③ ④ 

農林水産業 農林水産業 0.155 0.129 0.108 0.154 0.153 

鉱業 鉱業 0.541 0.425 0.526 0.46 0.517 

建設業 建設業 0.965 -0.028 0.02 -0.022 0.018 

製造業 製造業 0.902 0.827 0.83 0.829 0.833 

卸売小売業

飲食店 

卸売小売業

飲食店 
0.961 0.372 0.814 0.456 0.804 

金融保険業 金融保険業 0.885 0.846 0.895 0.948 0.956 

不動産業 不動産業 0.968 0.963 0.969 0.96 0.973 

運輸通信業 運輸通信業 0.788 0.785 0.773 0.831 0.839 

電気ガス水

道熱供給業 

電気ガス水

道熱供給業 
0.211 0.198 0.196 0.21 0.208 

サービス業 サービス業 0.943 0.94 0.946 0.942 0.947 
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(1) 動機：現在わが国での地域経済の現状把握と， 

改善に向けた取り組みとして，地域間での資本流

動の実態と変化の把握が必要とされている．一方

近年では，企業間や地域間の経済活動分析にお

いて，大手信用調査会社が行った，企業間取引に

関する調査結果（取引額や品目，受発注企業など）

である「企業間取引データ」が用いられ，本データ

から地域間の経済活動を把握することができると考

えられる．しかし，地域間資本流動の実態を把握す

る上では，立地が大都市圏に偏りがちな本社での

取引活動のみではなく，各企業の事業所レベルで

の取引活動も同様に把握することが必要と考えら

れるため， 本研究では，企業間取引データと各企

業の事業所データを結合し，全体の取引額を事業

所単位に分割推定して得られたよりミクロな取引推

定額から，地域間資本流動の概要を明らかにした． 

(2) 方法：本研究では，株式会社帝国データバンクが

保有する 2012 年度版の企業間取引データを使用

した（図 1）． ただし，同データに収録された取引

は，あくまでも受注および発注企業による本社間取

引に関する情報であり，事業所間取引については

把握できなかった．このため本研究では，このデー

タを同社が保有する 2012 年版の企業事業所デー

タおよび本社データと組み合わせ，事業所間距離

や事業所従業員数などで重み付けを行った 4 通り

の配分モデルを適用し，全体の取引額を事業所単

位に配分して，それぞれ事業所間での資金流動推

定を行った．また推定結果に関しては，地域別お

よび企業の産業別に集計し，地域間産業連関表

（経済産業省，2005 年）を用いて結果の検証を行

った． 

(3) 結果：各地域間の全業種を合わせた取引総額につ

いて，推定値と統計値について相関関係を比較した

ところ，いずれの方法においても 0.8 前後の高い相

関係数が観測された．また，同業種間の取引を集計

した結果についても，全般に 0.8 程度の比較的強い

相関係数が認められた．ただしこの結果は，取引額

の大きな大都市圏を含む地域の影響が考えられる

こと，また業種の違いによって相関係数に差が生じ

ていることが考えられるため，今後は地域間の取引

金額の大小を考慮したよりミクロな地域間取引推定

の精度検証や，業種の違いを考慮した最適な推定

モデルの構築を行うことが必要であると考えられる． 

(4) 謝辞：本研究では株式会社帝国データバンクの協

力の下，同社提供のデータを用いた． さらに本研

究は東大 CSIS 共同研究 No.122 の成果の一部と

して実施した．ここに記して謝意を表する． 
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図 1：企業間取引データの構造について 

（株式会社帝国データバンク調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2：配分モデルの異なる同業種間取引推定値と，

統計値の相関係数（赤は 0.8 以上） 




